
平
成

六
年
九
月

　
[
発

行

(毎
月

一
日

一
同
発
行
〕

論叢
第154巻 第3号

レーニ ン不 均 等 発展 論 の計量 経 済 モ デル … … ・・大

中 国 の金 融市 場 にお け る情 報 化 需 要 … … … ・ ・劉

台 湾資 本 主 義 の発 展 と商 人資 本 ・… … … … ・… … ・洪

日本 の テ レ ビ生 産 に お け る企業 間 関係 ・・… … ・…陳

西 広1

暁 恵24

詩 鴻42

恰 卿63

平成6年9月

:東郡 文 學 綬 濟 學 會



経済論叢(京 都大学)第154巻 第3号,ユ994年9月

中国の金融市場における情報化需要*

一 ペ イメ ン トシステムを中心に一

劉 暁 恵

は じ め に

この論文 は中国のペイメン トシステムを分析 し,決 済規模 を予測す ることを

通 じて,中 国の金融市場における情報化需要の巨大さを説 明す る。研究の焦点

は金融産業はネ ットワークの産業であ るとい う特徴 に置いてお り,中 国の金融

機関のネ ッ トワークについて研 究,分 析す る。

あ らゆ る経済活動は最終的に必ず代金の支払や有価証券の受渡 しとい った決

済を必要 としている。一国の決済規模 はその国の経済活動の規模 に比例 してい

る。国民経済が成長 し,分 業が進化す るにつれて,一 人当た りのGNPが 増加

す る。また,分 業 の進化 によって決済の件数が増やされ ることにな り,決 済 の

ボ リュームが大 きくなる。決済あ るい はそれを組.織的に行 う仕組みで あるペ イ

メ ン トシステムは,経 済全体 を支えるインフラス トラクチ ャーであ り,金 融産

業の ネッ トワー クの骨組である。

従 って,本 論文 は中国のペイメン トシステムの分析 に焦点を当てて進める。

しか し,こ の分析 にあたって,中 国のデー タは数 も少な く,信 頼性 も低い。又,

中国の金融構造が変革 中であ り,日 本や欧米の システムをモデルとした体制 の

改革 と情報化の推進 によって,金 融市場が さらに成長 してい くであろ うか ら,

中国のデー タを用いて将来 を予測す るのは不適 当 と思われ る。そ こで,情 報化

*本 論文の作成にあたって,指 導教官である池尾和人先生か ら貴重なア ドバイスとご指導 を頂い

た。謝意を表 したいと思 う。
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され る以前 か ら情 報化 され た今 日まで の 日本 のデ ー タを参 照 し,日 本 に お け る

GNPと 決 済 規模 の関係 が,そ の独特 な要素 を除外 す れ ば,中 国 に も適 用 で き

る と考 え,回 帰分 析 を通 じて2000年 まで の中 国の 金融 市場 にお ける情報 化 需 要

の予 測 を試 みた 。

1中 国の 通信 イ ンフ ラス トラ クチ ャー

金融 の ネ ッ トワ ー クのベ ー スは通信 産 業で あ る。 中国 の通信 産 業 は 自 国の 国

民 経 済 の中 で も遅 れ て い る部 門で あ るが,経 済改 革 政策 が 打 ち 出 され て以 来,

特 に1980年 代 に入 って か ら,官 民一 体 の努力 の下 で,飛 躍 的 な発 展 を遂 げた 。

電気 通信 の分 野で は殊 に 目ざ ま しい。 かつ て 中国 の 電話 は なか なか 繋 が らな く

て,せ っか く繋が った と して も相手 の声 が よ く聞 こ えない こ とが しば しば あ っ

たが,今 で は衛 星通 信,光 フ ァイバー通 信,デ ジ タル ・マ イ クロ彼 等 の 通信 手

段 を持 ち,デ ジ タル交 換,パ ケ ッ ト交換,移 動通 信 等 の通信 方 式 もあ る程 度普

及 して きた 。現 在,771の 農 村行 政 組織(県)が 既 に電 話 の ネ ッ トワー ク に加

入 して お り,全 国 各地 と直通 で きる よ うにな り,ま た,32ユ の都市 で 世 界180の

国や地 域 と直 通電 話 を掛 け られ るよ うに な った 。1952年 か ら1991年 の 問,中 国

の郵便 局 数 と電報 回線 数 の平 均増 加 率が それぞ れ0.8%と2.5%で あ った の に対

し,長 距 離 電話 回 線が16.1%の 増加 率 を遂 げ,特 に85年 あた りか ら,急 速 に成

長 して きた(図1参 照)。 電 話 の 普及 率 が1978年 の0.38%か ら1992年 の1.63%

に上昇 し,都 市 部 で は7.7%(91年 現 在)ま で 増 加 した。1992年 末 現 在,都 市

と農村 を含 む全 国 の電 話 設備 出力 は1926.3万 端 子 に達 し,小 型 電話 交換 機 の出

力 を合 わ せ る と3200万 端 子 に な る。公 的 ネ ッ トワー クの出力 で は中国 は世 界 の

ユ0位に入 った 。通 信 産業 は量 的 に増 加 しただ けで はな く,技 術 装備 の質 的 な変

革 を も遂 げ て い る。全 国市 内電 話 の電子 交 換装 備 の 比率 は67.4%に 達 し,長 距

離 電話 の電 子 交換 設備 の比率 は86.4%に 達 して い る。

ところが,中 国 の郵 便 ・通 信 産業 は先 進 国 と比 較 すれ ば未 だ 貧弱 と言 わ ざ る

を えない 。1991年 で 日本 の郵便 局 数 は2万4190局 で あ るが,国 土が 日本 の25倍,
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図1郵 便 ・通信 ネ ッ トワー クの推 移

ノ

'

一 」ゴ ニ'ニ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 『 、 ず 〆

19521965工9761979198219851988199⊥

一 郵 便 局 数 ・一… 長 距 離 電 話 回 線.一 一 電 報 回線

表1中 国 電 話 の 実 情 と 見 通 し

1990年 末 1995年 末 2000年 末

電話総出力(万 端子) 2045 4800 9600

電話機(万 台) 1260 3100 655-6

電話普及率(%) 1 3 30～40

特大都市と沿海主要都市 20 350

国内外長距離電話 出力(万 端子) 15 50～55 140

国内外長距離電話回線(万 回線) 11.2 26

出所:「人民郵電」,「中国統計年鑑」など

人 口が9倍 以上 もあ る中 国 には5万4000局 しか な く,2倍 強程 度 で あ る。 又,

91年 に 日本 の電 話 出力 は6011万 端 子 以 上 で あ る の に対 し,中 国 はそ の 半 分 の

3200万 端子 であ る。 しか し,中 国 政府 は改 革 の14年 間 の成長 ス ピー ドを勘案 し,

国家投 資 の傾 斜 政策 を通 じて,通 信 事業 を優 先的 に発 展 させ る雄 大 な構 想 と計

画 を 立 てて い る。 この計 画 が実 現 すれ ば,中 国で は1995年 末 まで に電 話 の総 出

力 は4800万 端 子,電 話 の普 及 率 は2.5%,電 話機 は3100万 台 に成 長 す るで あ ろ.

う。更 に,2000年 末 に は中 国の 電話総 出力 は9600万 端 子,電 話機 は6500万 台 に,

全 国 の電話 普及 率 は5～6%,そ して,大 都 市 と沿 海 開放 都 市 の普 及率 は20%

に増 加 す るで あ ろ う(表1参 照)。
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11中 国 の ペ イ メン トシステ ム

以上述べた通信 インフラを土台にできた中国のペ イメ ン トシステムは,ど の

ような構造であろ うか。

決済手段 として現金 と預金があ るが,中 国で は個 人の間では,郵 便為替を利

用するケース もあるが,殆 ど現金決済で ある。一方,企 業 間の決済は郵便為替,

銀行為替そ して現金の幾つかの選択がで きる。中国では企業の 「現金保留限度

額」が決められ,一 般的に3日 間の零細支出の需要金額を 日々の勤務終了後の

在庫限度額 と し,そ れを越えて はな らない。又,企 業間,企 業 と個 人の間で現

金で決済で きる範囲に関 して も明確 な規定がある。 その範囲に入 らない資金の

往来はすべて銀行 を通 じて振替を行わなければならない と義務付け られている。

表2経 済主体の支払 ・受取関係1)

支払人 受取人 原 因 支払方法 決済手段

個 人 個 人 仕 送 り 郵 便 為 替 現 金

個 人 企 業 商品代金の支払い

現 金

郵 便 為 替
現 金

ク レ ジ ッ トカ ー ド2, 預 金

個 人 国 ・地公 体 税金等の支払い 窓 口 収 納 現 金

企 業 企 業 商品売買代金支払い

小切手 ・手形

為 替

口 座 振 替

取 立

預 金

企 業 個 人 給料の支払い等 現 金 現 金

企 業 国 ・地公 体 税金の支払 ロ 座 振 替 預 金

国 ・地 公体 企 業 公金の支払 口 座 振 替 預 金

ユ)表2は 著者が中国の現状 を整理 し,独 自に作成した ものである。
2)ク レジットカー ドの利用は

,現 時点では普及されておらず,外 国人観光客や極少数の金持ち/
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(1)郵 便為替

郵便為替 の仕組みで は 「仕向郵便局」が送金者の依頼 を受 け,お 金を扱い,

一定の続 きを踏 んで,「被仕向郵便局」 に依頼 された通 りの金額 を受取人 に支

払 うよう通知す る。郵便為替が独立で統一 した決済 システムを持 ち,全 国の郵

便局は一つのネ ッ トワー クになっている。 ここで の決済手段は現金であ る。為

替通知 の手段 として,文 書 と電報が利用されているが,為 替貸借 の決済は省 ・

自治区又は直轄市 を単位 として最高 レベルの郵便局の間で銀行を経 由 して行わ

れる。

② 銀行 による為替決済

銀行 による為替決済の方法 は,遠 隔地 間では,① 代金取立委託 ②遠隔地 間

為替送金,③ 信用状,同 一地域問では,④ 小切手,⑤ 近地為替送金,⑥ 「自動

引 き落 とし」 と言 った6通 りのや り方がある。同一地域間 とは受取側 と支払側

双方 とも同 じ地域 にあ り,預 金の振替 は同一地域内で行われる場合 に当た り,

遠隔地 間とは支払側 と受取側が 同一地域(都 市)に な く,振 替 は隔地間で行わ

れ る場合を指す。

① 代金取立委託

遠隔地間代金取立委託で は,受 取側 の企業 は契約に基づ き商品を発送 してか

ら取引銀行に資金 の取 り立てを委託 し,一 方,支 払側 は書類 と商 品をチ ェ ック

してか ら資金 の支 払を了承す る方式 である。 この決 済方式 で は規定 によって

100元 以上でなければならない。

支払企業がチ ェ ックする方法 は2通 りある。書類をチ ェ ックす る方法 と商品

をチェ ックす る方法である。書類チ ェ ックで は,支 払企業は取引銀行が送 って

きた書類 を受 け取 ってか ら,商 品が届 いているか どうか に関係 な く,契 約 と相

違がなければ,3日 以内に支払を済 ませ なければならない。商品 チェ ックで は,

書類を受 け取 って も,支 払 を行わず,実 際に商品が届 いて,そ れ を検査 し倉庫

＼の個人に利用されているだけである。
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に搬入 してか らは じめて支払 を承認する方法である。一般 に利 用され るのは書

類チェ ックであ る。ただ し,商 品の品質に特 別な要求がされ るものや,供 給企

業の信用が良 くない場合は商品チ ェ ックが行われ る。

取立委託決済方式で はメッセージの伝達 に郵便か電報が利用 され る。一般的

に距離が遠 く,金 額が大 きい ものは電報がよ く利用され る。

② 遠隔地為替送金

為替送金 とは支払側が銀行 を通 じて受取側(企 業又は個人)に 送金す る決済

方式であ る。 このよ うな決済方式 は債務整理,出 張旅費 の不足分,臨 時の購入

が行わ れ た時の資金 の仕送 り等 によ く利 用され る。為替送金 には 「文書」 と

「電信」の二種類があ り,支 払側の指定 による。支払側が金額,用 途,受 取者

名称 などを明記 して口座開設銀行に依頼す る。銀行が資金を受取 ってか ら,受

取側 の口座開設銀行に振替 る。受取側の銀行は入金通知を受 け取 って,受 取側

の口座 に入金す ると同時に入金通知を受取側 に送 る。

③ 信用状

信用状決済方式では,支 払側が事前 に保証金 として資金 を銀行 に預 け,信 用

状 を出 して もらい,同 時に遠隔地にある受取側の取引銀行 を通 じて受取側 に知

らせる。受取側 は契約 と信用状 の決めた条件 に従い商品 を発送 してか ら,銀 行

が支払側 に代わ って支払いをす る。 この方式 は遠隔地問の企業 の商品取引,労

務供給 な どの資金決済に適 している。信用状決済方式は通常受取側が支払側 の

信用状況 に関 し情報不足の場合,或 いはかつて支払 を怠 った ことのあ る取引相

手 に対 し採用す る決済方式であ る。

信用状 の最小額 は100元 と決め られ,取 引相手は一回 「一 人」 に限 られ る。

又,信 用状の有効期限は長 くとも60日 を越えてはならない と決 められてい る。

④ 小切手

小切手 は支払側が 口座開設銀行に対 し,そ の口座 にある預金を用いて支払を

依頼する証書であ る。小切手 は企業等の出納員 によって振 り出され,銀 行で登

録 した 印鑑 と社 印等 を押 さなければな らない。最小額.は100元 で,「 現金 小切
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手」 と 「振替小切手」 に分かれる。現金小切手では銀行か ら現金を引 き出す こ

ともで きる し,振 替依頼 もで きるが,振 替小切手 は受取 人の 口座 に振替 ること

しか許され ない。小切手の期限は長 くとも5日 間で,振 り出 した 日か ら5日 間

以内に銀行 に預金するか現金化 しな ければならない。

⑤ 近地為替送金

これは基本的に遠隔地為替送金 と同 じ決済方法で ある。 この方式 は同一地域

内の企業間の商品取引,労 務供給 な どに適用 される。為替送金で依頼で きる最

小 金額は100元 と決め られている。

⑥ 「自動引 き落 とし」

「自動引 き落 と し」 とは受取側 と支払側 との契約 に基づ き,銀 行が支払側の

承認 を必要 とせず に,そ の口座か ら受取側の口座 に資金 を振替 る方式で ある。

このような決済方式は,国 の行事,交 通運輸,医 療衛生 関係の企業が顧客 に電

気代,水 道代,郵 便代及び医療費な どの請求 をす る場合 に利用され る。

この方式 を利用す る場合 は受取側 が 「サー ビス」 を提供 した後,「 承認な し

自動引 き落 とし決済伝票」 に記入 して,提 供 した 「サー ビス」の明細書 ととも

に口座開設銀行 に提出す る。伝票は支払側の取引銀行に転送され,支 払側の銀

行が支払側企業の 口座か ら資金を引 き出 し,口 座振替が行われ る。

(3)全 国銀行連合 口座振替決済制度

ペイメン トシステムにおいて,中 央銀行の役割 を発揮 し,マ クロ的なコ ン ト

ロールが機能できるよ う,中 国人民銀行 は 「全国銀行連合振 替決済制度」 をス

ター トさせた。この制度が実施 され るまでは,為 替 の貸借関係 を銀行間または

各銀行支店間相互で直接 決済 していたが,新 制度で は,1990年4月1日 よ り専

業銀行間の決済及 び同銀行支店間の決済 は,10万 元以上 のものはすべて人民銀

行を経由す ることとな り,更 に,今 後 は次第 に範 囲を拡大 してい く予定である。

専業銀行が人民銀行の口座 に十分な資金 を置 くべ きと義務づけ られ,資 金不足

の場合,イ ンターバ ンク市場か ら調達す るか,人 民銀行か ら1日 だ けの借入金
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を申請 で き る。 中 国人民 銀 行 は専業 銀 行か ら口座振 替 の証 書 を受 け取 り,そ の

専業 銀 行 の預 金 口座 で資 金 不足 な ら,1日 以 内 に不 足 分 を入 金 す る よ うに通 知

.す る。 そ れで も不足 の場 合 は,不 足 分 の振 替証 書 を返 還 し,中 央銀 行 に よ る立

替 え は行 わ れ な い31。 この よ う に中 国 人 民 銀 行 は最 後 の 貸 手 と して の 役 割 を

持 ってお らず,ペ イ メ ン トシス テム にお け る安 全性 に関 しては専 ら行政 手段 に

頼 って い るので,リ ス クが 多 く存 在 す る。

ところ で,80年 代前 半 まで,中 国 人民銀 行 は資 金 決 済 を殆 ど手 作業 で処 理 し

てい た た め に,資 金 の移 動 に平 均 約5日 間掛 か って しま い,年 間で は延 べ 約

100億 元(当 時 ユ元=約40円)の 資 金が 滞 留 して い た こ とにな る。 コ ンピ ュー

タ化 が進 めば,こ う した無 駄 は解 決 され,資 金効 率 が飛 躍 的 に高 まる との期 待

か ら,決 済 シス テム の情 報 化 を 進め て きた。 実験 段 階 を経 て,現 在138の 都 市

間に おい て,通 信衛 星 を通 して決 済処 理 を行 う 「全 国銀 行電 子 ネ ッ トワー クシ

ステ ム」 を設 立 した。 この シス テム は オ ンラ イ ンネ ッ トワー クを用 いて ,日 々

の決済 を ネ ッ トで行 ってい る。 ユ日で処 理 す る遠 隔地 資 金決 済量 は平 均 約60億

元で,決 済 時 間 を2日 間 ぐらい まで に短 縮 で きた 。資 金 回転 の速 度 が高 め られ,

リス ク軽 減 の効 果 も期 待 で きる。

この電 子 ネ ッ トワー クは次 の よ うな仕組 み にな って い る。 中国 人民 銀 行本 店

に人民 銀 行決 済 セ ンターが 設置 され,人 民 銀 行 の市 レベ ル以上 の 支店 でサ ブ セ

ンターが設 置 されて い る。 サ ブ セ ン ター は決 済 セ ンター とオ ンラ イ ン化 され ,

サ ブ セ ン ター の 間で振 替 業務 を直接 行 うこ とが 禁止 され て い る。 人民銀 行 決 済

セ ン ター は各 サ ブ セ ン ター 問 の 中継 地 と して振 替 をす る。 既 に衛 星 通 信 電 子

不 ッ トワー クに入 ってい る地域 は,遠 隔 地 の資 金振 替 を処 理す る場 合 は この シ

ス テムを利 用 しなけれ ば な らな い。今 後 は更 に,こ の ネ ッ トワー クを全 国 的 な

範 囲 に普 及 して い く方針 で あ る。

3)日 本 の場合は決済不履行となる銀行が出現 した場台
、 日本銀行が信用制度の安定性維持 のため

当該銀行に代わ って立替払いを実行 し,と りあえず決済を完了させる仕組み となっている。いわ

ゆる,中 央銀行の 「最後の貸手」の機能である。
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現 在,中 国の ペ イメ ン トシ ステ ムで は,従 来 の仕 組 み が未 だ生 きて お りな が

ら,近 代化 され た仕 組 みが 次 々 と導入 され,新 旧制 度 が併存 す る状 態で あ る。

(図2,図3.,図4,図5"}参 照)。

図2中 国内国為替決済制度の仕組み

(従来型)
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4)図2～5ば 著者が中国のペイメントシステムの現状に基づ き,独 自に作成 したものである。
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中国の決済ボりュームに関する予測III 

中国の決済規模の現状(1) 

日1985年から1991年までの中国の決済規模は以下のようである。ちなみに，

決済金額については断91年17.51意件であるが，

表4参照)然、と中国を上回っている。(表 3，

本は決済件数は85年11.6億件，

予測のための日本のモデル(2) 

ここからは予測のために日本をモデルにして 弾性値分析と回帰分析によっ

国民総生産と決済規模の相関関係を把握する。て.

一国の決済規模はその国の経済活動の規模に比例している。実質GNPが

決済件数がどのくらい増加するかは決済件数の弾性値1%増加するにつれて，
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衰3中 国 の決済 ボ リュー ム

(217)35

(件 数 ・億 件/億 枚)

年 工商銀行 農業銀行 交通銀行 郵便為替 合 計

1985 11.6 8.3 ユ9.90

1986 13.7 9.4 1.64 23.10

1987 ユ4.2 10.8 0.17 1.76 25.17

1988 16.5 12.ユ 0.24 1.76 28.84

1989 15.8 ユ3.0 0.46 1.65 29.26

1990 15.8 12.6 0.78 1.62 29.18

1991 ユ4.1 19.ユ O.85 1.69 34.05

1992 17.2 21.2 1.09 ユ.88 39.49

表4中 国の 決済 ボ リュー ム (金額 ・億元)

年 工商銀行 農業銀行 交通銀行 郵便為替 合 計

1985 57401 36964.3 94365.3

1986 86410 53359.8 16ユ.5 139769.8

1987 106273 72720.0 1ユ44.7 ユ97.6 180101.7

1988 147307 97222.6 2035.5 285.2 246565.1

ユ989 111457 95333.3 3373.3 333.2 210ユ63.6

1990 150035 113639.2 7034.8 401.4
「

270709.0

1991 170000 191280.ユ 9735.8 525.0 371015.9

ユ992 200000 212093.0 12040.7 463.4 424133.7

であ り,名 目GNPが1%増 加す ると,決 済金額が何 パーセ ン ト増加す るか は

決済金額 の弾性値である。

弾性値 一器 妥(・ ・GN・,・ ・痴 斉規模)

1955年 か ら1991年 の デー タを用 いて計 算 した結 果,日 本 の決 済 金額 の平均 弾

性値 は1.72で,決 済件 数 の平 均弾 性 値 は ち ょうど1で あ る。弾 性 値 は ユよ り大

きい ので,特 別 な要 因 の影響 や,金 融取 引 を考 慮 しない場 合で は,名 目GNP

が1%増 加 すれ ば,決 済 金額 は1.72%増 加 し,ま た,実 質GNPが1%増 加 す

る と,決 済 件数 は同 じ く1%増 加 す る。換 言 す れ ば,決 済 規模 はGNPに 対 し

弾力 的だ と確 認 で き る。
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しかし，金融システムが高度に発達しており，実物経済の裏付けが無い金融

取引も大量に行われている日本に関しては，決済規模がGNPにだけ影響され

るとは到底考えられない。従って，より一層現実に近づけるためには，金融取

引も考慮に入れて決済規模を分析すべきであると考える。そこで，金融取引を

反映する大きな要因である株式に注目し，全国上場株式時価総額を計算に加え

1::'0 

ところで，決済規模とGNP・金融取引の聞では次のような関数関係を有す

ると仮定する。

Y=BX1al X2a， 
log Y=仇 logX1 +a2 log X2+b 

( 1 ) 

( 2 ) 

Y 決済規模 (決済件数，決済金額)

X，: GN P 

X，時価総額

a，決済規模のGNP弾性値

a，決済規模の金融取引に対する弾性値

b 定数ただし b=log B 

式(2 )の X1，X，に55年から92年のそれぞれの年次データを代入し，回帰分

析を行うと次のような結果が現れる。

決済件数の回帰分析の結果: 決済金額の回帰分析の結果:

Y切片 0.960 Y切片 0.681 

Y評価値の標準誤差 0.066 Y評価値の標準誤差 0.079 

R' 0.961 R' 0.989 

標本数 37 標本数 37 

自由度 34 自由度 34 

X係数 1.262 -0.135 X係数 0.611 0.450 

X係数の標準誤差 0.191 0.135 X係数の標準誤差 0.110 0.080 

決済件数モデルのパラメータの判定結果は次の通りである。



中国の金融市場における情報化需要(z19)37

10gY=1.2610gX,一 〇.3510gXz-6.96

a,のf値 は6.6で あ り,0に なる確 率 が ほ とん ど無 い。 一 方,の の'値 は

1.0で,30%以 上 の確 率 で0に な る ので,統 計 上 有 意で は な い と言 え よ う。 決

済件 数 は 金融 取 引 に殆 ど無 関係 と考 え られ る。 又,1～2冨0,96で,有 意性 が 高

い 。実 質値 と予 測値 の比較(図6)で 確 認 して頂 きたい 。

決済 金 額 の モデ ルの場 合 はa,=o.61,∫ 値 二5.5で,a2=0.499,'値 嵩5,い

ず れ も0に な る確 率が 殆 どな く,有 意 と考 え られ,決 済 金額 が 名 目GNPと 金

融取 引 の 両方 の影響 を受 けや す い と言 え よ う(図7)。

(3)2000年 まで の 中 国の 決済 ボ リュー ムの予 測

Q2(金 融取 引 の弾 性 値)に よ る決済規 模 の 膨張 を除 けば,金 融取 引 が ま だ発

達 して い ない 中国 の状 況 に相 当近 づ いて くる と考 え られ る。従 って,先 ほ どの

試 算 に よ って 求 め 出 した 日本 の01だ けを今 後 の 中 国 の決 済 ボ リュー ム の予 測

に利 用 す る こ と に す る。 定 数 δに つ い て は式b=log}.一QlogXに 多 くの

図6決 済件数の実質値 と予測値の比較(弾 性値)
4

3

2

1

o

2.ユ 2.32.52.7

一 予 測 値+実 測 値

2.9 3.ユ

5)6>決 済金額 とその増加率の予測値は,イ ンフレがゼロと仮定 した時の値であ り,実 際の金額 と

増加率はインフレ額またはインフレ率が加算されたもの となるであろう。
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図7決 済金額の実質値 と予測値 の比較(弾 性値)
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デ ー タを代 入 し試算 した結 果,決 済件数 に 関 して は う;一3.17,決 済 金 額 につ

い て は δ=2.56と な って お る。

したが って,中 国 の決済 規模 の関 数 は次 の とお りで あ る。

y=βX・.(1)

1・9γ=al・gX+う(2>

r:決 済 規模(決 済件 数 ・決済 金額)

X:GNP

b:logB

式(2)に1993年 ～2000年 の 中国 のGNPの 予 測値(経 済 企 画 庁 デー タ〉 と上

で 求 めた α,δ の値 を代 入 し,次 の よ うな結 果 を得 た。(表5,表6参 照)

更 に1993年 一2000年 の 中国 の 決済 ボ リュー ムの増 加率 に関 して予 測 して み た。

A;log】r1=alogX,十 δ

B:log}㌔=alogXo十 わ(一

C:log(】 三/}も)=alog(X1∠Xo)

決 済 件 数 の 増 加 率

α=1.26
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表5中 国 決済件 数 の予測 α=1.26う=一3.17

(221)39

年 GNP(億 ドル) LOGX LOGY 決済件数(億件)

ユ993 6300 3,799 1,617 41.4

ユ994 6741 3,829 1,654 45.1

1995 7213 3,858 1,691 49.1

1996 7718 3,887 1,728 53.5

ユ997 8258 3,9ユ7 1,765 58.2

1998 8836 3,946 1,802 63.4

1999 9455 3,976 1,839 69.1

2000 10100 4,004 1,875 75.1

表6中 国決 済件 数 の予 測5)α=0.616=2.56

年 GNP(億 ドル) LOGX LOGY 決済件数(億 ドル)

1993 6300 3,799 4,878 75439

1994 674ユ 3,829 4,896 78618

1995 7213 3,858 4,913 81931

1996 7718 3,887 4,931 85383

1997 8258 3,9ユ7 4,949 88980

1998 8836 3,946 4,967 92730

1999 9455 3,976 4,985 96637

2000 10100 4,004 5,003 100609

(X、 一X。)贋 。=0.07(経 済 企 画 庁 デ ー タ)log(X、 認 。)=0.029

式Cに 代 入

log(Y,/}㌔)=0.037(}盃/}㌔)=1.089増 力口率=8.9%

決 済 金 額 の 増 加 率61

a=0.6110g(X,ノX))=0.029

式Cに 代 入

且og(}1/}㌔)=0.018(}㌔/Yo);1.042増 力口率=4.2%

(4)5つ の 全 銀 シ ス テ ムが 必 要 とな る 中 国

以 上 一 連 の 分 析,試 算 を 通 じて,我 々 は 中 国 経 済 規 模 の 巨 大 さ を 伺 い知 る こ
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とが で きた。例 えば,1991年 の 日本 の決 済 件数 は約17.5億 件 で あ るが,同 年 の

中 国 のそれ は34億 件 以 上 に上 ってい る。 件 数 に関 して は常 に中 国 の方 が 断然 と

莫 大 で あ る。予 測 の結 果 と して,1993年 ～2000年 の 問,中 国の 決 済件 数 は年 率

8.9%,ま た,決 済 金 額 は年率4.2%(実 質 増加 率)の ス ピー ドで増加 す るで あ

ろ う。2000年 に は中 国の 決済金 額 は10兆 ドル以 上 に上 り,決 済件 数は75億 件 以

上 に な るで あ ろ う。

で は,こ れ ほ どの決 済規 模 が どの程 度 の情 報化 の需 要 を生 み 出す か は,日 本

全 国 を カバ ーす る為 替 ネ ッ トワー クで あ る 「全銀 シス テム」 を参 照例 と して考

え てみ よ う。1993年 の中 国の決 済 件数 の予 測値 は41億 件で あ る。 これ だ けの 決

済 量 は初 期段 階 の第2次 全 銀 シス テ ムを フ ル回転 させ て処 理 す る と仮 定 す れ ば,

1日280万 件 の処 理 能力 なので,土 日曜 を 除 く年間261日 を通 じて 決済処 理 を し

た と して も処 理 しきれ な い(7.3億 件 しか処 理 で き ない)。 第2次 全銀 シス テ ム

は,そ の 後 中央 処理 装置 の多重 化 に よ り1日520万 件 へ 能 力 ア ップ した が,そ

れ で も年 間の決 済能 力 は13億 件 ぐらいで,中 国 の決 済件 数 を処 理 しきれ ない の

で あ る。

で は,第3次 全 銀 シス テ ムを利用 す る場 合 で は どうであ ろ う。 第3次 全 銀 の

処 理 能力 は平 成3年 秋 まで は1日640万 件,秋 か らは設備 の増 設 に よ り1日1000

万 件 にな るが,中 国 の決 済 件数 を処 理 す るの に,前 者 の場 合 は2.5セ ッ ト,後

者 の場合 は1.6セ ッ トの全 銀 シス テ ムが 必 要 で あ る。 さ らに2000年 の75億 件 の

決 済 を処 理す るため,1日640万 件 の能 力 を有 す る全 銀 は4.5セ ッ ト,1000万 件

の処 理能 力 の場合 は2.9セ ッ トが 必要 とな るで あ ろ う。

と ころで,中 国の 金融 市場 は未 だ未熟 で あ る。計 画 経 済 的 な仕組 み と市 場 経

済 的 な仕 組 み がや や 乱雑 に絡 み 合 い,矛 盾 や 問題 点 が多 い 。 しか し,方 向 と し

て は,中 央 銀行 が 金 融市場 を通 じて,マ クロ的 な金融 政策 を駆 使で き るよ うに,

市 場 の近代 化,自 由化,そ して,情 報化 を進 めて い る。 この改 革 の進 行過 程 に

お い て,中 央銀 行 で あ る中 国人 民銀行 が 中央政 府 の行 政干 渉 か ら 自立 で きるか

ど うか,ま た,専 業銀 行や その他 の金融 機 関が 地方 政 府 の行 政 干渉 を回避 で き
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るかどうかの問題を解決しなければならなし、。それから，金融法規の整備も急

務にすべきだろう。そして，情報機器の導入およびその効率的な使用などでの

金融の情報化を推進されていかなければ，中国の金融市場と金融のネットワー

クが急速な経済成長にプレーキをかけることになるであろう。

金融のネットワークであるべイメントシステムの情報化は中国の金融改草に

おける最も重要なプロジ斗クトであり，また，国際社会からの援助額も最大で

ある。即ち，中国金融市場における情報化の需要は政治，資金，技術など様々

な面で，国際社会並びに政府からサポートを受けており，莫大な顕在需要だと

言えよう。
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